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実務利用検討WGでは，国土マネジメントや国土防災に関係した行政機関における管理業務での衛星リ
モートセンシングデータ（以降，衛星データ）の利用が，リモートセンシングに関わる研究者が認識しているほ
ど，広まっていない現状を振り返り，実務担当者の視点に立って衛星データの利用しやすい環境の整備を
促進するアプローチを続けています．

行政機関での通常の業務内容を調査した結果，衛星データを既存技術や現行法の補間技術として実務利
用することを基本方針とし， WG，研究会，ひいては学会がオーソライズした衛星データの活用方法の考え
方やその付加価値を「衛星データ活用ガイドライン（仮称）」として公にするアプローチを検討してきました．
本ポスターでは，これまで活動経緯とについてご報告します．

「衛星データ活用ガイドライン（仮称）」作成の取り組み

今後、実務利用検討WGでは、調査対象とする業務分野や業務主体の幅を広げ、衛星データの実務利用を促進していくためのポイントを系統立
てて整理するとともに、具体的な利用案として提案していく予定です。本研究会の活動にご興味のある方は、上記の幹事、ＷＧリーダーまでお問
い合わせください。

ガイドラインを「やらねばならぬ」という作業を規定するような指針ではなく，衛星データがどのように使えるかという「可能
性」を提示するものと位置づけ，具体的な業務の中の作業プロセス（業務フロー）を対象として，活用方法の例をその利点
とともに示すこととしました．これらをコアとして，ガイドライン全体を作成していく予定です．

業務ごとの衛星データ活用例

洪水流出計算における現況再現業務

相対的な数値標高モデル（DSM）を作成できる最新の

衛星画像を利用することで，あまり更新されない数値標
高モデル（DEM）の代替データとして利用できる．

Terra/ASTER Level 3A01プロダクト（相対数値標高モデル）

現在利用している空間情報 衛星データ等の導入の利点

洪水資料の調査
・洪水資料の存在一覧表
・解析対象洪水と推算対象洪水の決定
・降雨の欠測記録の補完

・流域平均雨量の計算

・降雨量と流出高の時間分布図の作成

・流域特性の調査

流出計算結果の考察・評価

報告書の作成

数値地形
モデル

分布型モデルの流出計算法
・Kinematic wave法
・Dynamic wave法

洪水流出計算

・洪水流出の流出計算法の選定

・流域分割

・モデルへ入力する空間情報の構築

・流出モデルの検証と許容誤差の評価

土地被覆
分類画像

相対的な数値標高モデルから，分布型モデルの骨格と
なる各画素の流下方向，擬似的な河道網，斜面勾配な
らびに流域界などの数値地形モデルを抽出することがで
きる．

相対数値標高モデルから抽出した擬似的な河道網

国土交通省発行
国土数値情報

環境省発行
自然環境基礎調査図

国土地理院発行
５０ｍメッシュDEM

【課題】
土地利用メッシュデータ
は，1997年度までしか整

備されていない．

【課題】
大規模な土地改変の影響
によって，現地の状況と異
なることがある．

【課題】
おおむね5年ごとの更新

で，現地の状況と異なる
ことがある．

現在利用している空間情報 衛星データ等の導入の利点

土石流対策整備計画検討業務 崩壊地抽出図作成業務

事前調査
・既存文献調査（土石流カルテ）
・空中写真判読
・地形図

現地調査計画の策定
・現地踏査
・危険渓流候補の選定
・現地調査項目の選定
・現地調査に際し留意すべき法令等
への措置

・現地調査計画書の作成

現地調査
・既往施設調査

●新規施設の有無
●堆砂率
・保全対象調査

●保全対象の有無
●災害区域の確認

現地調査
・山腹調査

●崩壊地の確認

・渓流調査
●堆積地形把握

調査概要の整理

調査結果取りまとめ

考察・評価

報告書の作成

崩壊地
抽出図

現地確認
崩壊地の
有無

崩壊地
抽出図
修正

調査結果

・撮影範囲が広いので，多くの画像を必要としない．
・ 新たな崩壊地の発生や規模の変化を把握できる．
・ 災害前後の画像を利用して，判読効率を向上できる．

・最新の衛星データから地形図に載っていない砂防施
設や、家屋を把握できる。

【崩壊地の判読】

【家屋・施設の判読】

最新の画像1年前の画像

砂防施設

崩壊地抽出図

砂防堰堤

家屋分布

画像：©CNES/SPOTImage, NTTDATA
家屋・集落

空中写真
地形図

現地調査結果

【課題】
撮影範囲が狭く、対象範
囲を判読するのに多くの
データが必要となる。

現地調査

現在利用している空間情報 衛星データ等の導入の利点

中小河川における浸水想定区域図作成業務

氾濫原の特徴分析
・氾濫形態，解析手法の選定
・平均地盤高データの設定
・土地利用状況，建物占有率の設定
・破堤氾濫条件の設定

資料収集
・空間情報（地形図，標高データ，土地利用分類図等）
・河道データ（平面図，縦断図，横断図）
・検討対象流量に関する資料（河川整備計画等）

現地調査
・氾濫原の微地形の確認
・土地利用状況の変遷の把握
・河道の危険箇所の把握（破堤・越水の想定箇所の抽出）

氾濫シミュレーション
・不等流モデル（流下型）
・池モデル（貯留型）
・二次元不定流モデル（拡散型）

浸水想定区域図の作成
・スムージング作業
・公表用資料の作成

土地利用状況，建物占有率の
設定

土地利用状況の変遷の
把握

土地利用状況，建物占有率の
修正

粗度係数の設定

国土数値情報（土地利用メッシュ）の代替情報としての利用が可能である．最新の衛星データによる土地利用状況（土地被覆分類）の処理

結果を用いることで，国土数値情報よりも新しい情報を得ることができる．

また，複数年代の衛星データを利用することによって，土地利用状況の変遷の概略を把握でき，現地踏査の候補地選定を支援できる．

IKONOS画像を用いた土地被覆分類の事例
（資料提供：国土交通省関東地方整備局江戸川河川事務所殿）

国土交通省発行
国土数値情報

現地踏査

【課題】
最新のデータ作成年度は
1997年度

【課題】
河口付近の低平地の氾
濫原は広く，現地踏査で
網羅するのに労力がか
かる．

業務フロー 業務フロー

業務フロー
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